













































































用され賃金を支払われる者」（労働基準法第 1 条及び第 9
条）に限定せず、「収入によって生活する者」（労働組合法
第 3 条：この定義によって、賃金の無い失業者も労働者に
含まれることになる）にまで範囲を広げることで、労働契
約を個人契約に留まらない社会契約の一種と捉えること
も可能になろう。 
 
【結論】以上の考察から就労を、「人たるに値する生活を
営むために、社会的活動に就くこと」とする定義を試みる。
就労は人々の多くが経験するライフステージであること
から、労働による賃金が自立を促すとして就労が無批判に
是とされることで隠されがちな、就労をしない（できない）
現実の存在（例えば若年無業者や障害者雇用を巡る諸問
題）にも目を向けた考察がこの定義によって可能になる。 
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